
（定款テンプレート）

□□□□股份有限公司定款
第一章　　総　則
第 一 条：本会社は、会社法の規定に従って組織され、会社名を□□□□股份有限公司とする。
第 二 条：本会社は、次の事業を経営する。
ZZ99999許可業務を除く、法律で禁止或いは制限されていない業務を経営することができる。

第 三 条：本会社は、その本社を□□□に設け、必要がある場合には、取締役会の決議によって国内外に支店を設けることができる。
第 四 条：本会社の公告方法は、会社法第28条の規定によるものとする。
第二章　　株　式
第 五 条：本会社の総資本額は、新台幣□□□□元、一株を新台幣□□元とし、□□株に分けて、全額発行する。
第 六 条：株式の譲渡に伴う株主名簿の記載の変更は、定時株主総会は開会前三十日、臨時株主総会は開会前十五日以内、または会社の配当或いはその他の利益分配の決定基準日前五日以内においては、これを停止するものとする。
第三章　　株主総会
第 七 条：株主総会は、定時総会及び臨時総会に分けられる。定時総会は、毎年最低一回招集され、毎会計年度終了後六か月以内に取締役会が法に従ってこれを開催するものとする。臨時総会は、必要あるときに、法に従って召集されるものとする。
第 八 条：株主が故あって株主総会に出席できないときは、授権範囲を明記した委託書を作成し、これに署名捺印することによって代理人に出席を委任することができる｡
第 九 条：本会社の株主は、一株につき一議決権を有する。ただし、会社が自己所有する株式は、議決権を有しない。
第 十 条：会社法に別段の規定がある場合を除いては、株主総会の決議は、発行済総株数の過半数を代表する株主が出席し、出席株主の過半数の議決権の同意によって、これを行うものとする。

第十一条：本会社の株主が法人一人である場合は、本会社の株主総会の職権は、取締役会により行使し、この場合は本定款の株主総会に関する規定は適用しない。
第四章　　取締役及び監査役
第十二条：本会社は、取締役□□名、監査役□□名を株主総会で、行為能力を有する者から選任する。その任期は、□□年とし、再選再任することができる。
＊例えば3名～5名という定めは可能ですが、3名以上という定めはできません。
第十三条：取締役会は、取締役により構成され、代表取締役（董事長）の選任は三分の二以上の取締役が取締役会に出席し、出席取締役の過半数の同意によってこれを行う。代表取締役は、対外的に本会社を代表する。
第十四条：取締役に故あって取締役会に出席出来ないときは、会社法第205条の規定に従って、代理を委託することができる。代表取締役が休暇又は故あって職権を行使できないときは、会社法第208条の規定によってその代理人を定めるものとする。
第十五条：取締役及び監査役の報酬は、株主総会においてこれを決議するものとし、営業の損益に係わりなく支給されるものとする。
第五章　　支配人
第十六条：本会社は、経理人（支配人）を設けることができる。その任命、解任及び報酬は、会社法第29条の規定によるものとする。

＊会社法第29条の内容：経理の任命、解任及び報酬は取締役の過半数の出席した取締役会で出席取締役の過半数の同意で決定する。
第六章　　会　計
第十七条：本会社の会計年度は、□□月□□日から□□月□□日までとし､各会計年度の終わりにおいて、取締役会は以下に掲げる各号の書類を作り、定時株主総会の会期の三十日前に、これを監査役に提出して、その監査を受けなければならない。（一）営業報告書（二）財務諸表（三）利益配分または、欠損補填に関する議案
第十八条：本会社は、年度決算に利益がある場合に、先ず税金を納付し、過去の欠損を填補した後に10％を法定利益準備金として積み立てる。さらに残額がある場合には、株主総会の決議によって分配する。従業員の特別配当は、分配金額の□□％とする。上記の法定利益準備金が資本金総額に達したときは、積み立てなくてもよいものとする。
第七章　　　付　則
第十九条：本定款に規定されていない事項は、会社法の規定に従うものとする。
第二十条：本定款は、民国□□年□□月□□日に定められたものである｡
＊取締役の人数は3人を下回ることは出来ません。また、行為能力がある者から選任するか又は法人株主が指定することになります（192条、27条）。なお、法人一人株主(100％出資)の場合は必ずその法人株主が指定する必要があります。(128条の1)
＊監査役の人数は１人以上必要で、行為能力がある者から選任するか又は法人株主が指定することになります（216条、27条）。なお、法人一人株主(100％出資)の場合は必ずその法人株主が指定する必要があります。(128条の1)

＊対外保証を行う場合、副董事長や常務を定める場合、再投資の金額が払込み資本額の40%を超える場合は事前にその旨を当事務所に御連絡下さい。

＊配当及び特別配当は、定款に別段の定めがある場合を除き、各株主の所有する株式の比例に準拠します。また定款には、従業員に対する特別配当の百分率を明記する必要があります。（235条）
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